
参 考 

別記様式第 7号 

 

令和 7年度特別管理特定水産資源等の管理・流通効率化推進事業のうち 

情報伝達効率化推進事業に係る実施計画承認申請書（記入例） 

 

番 号 

年 月 日 

一般社団法人海洋水産システム協会 

会  長  平 石 一 夫 殿 

 

事業実施機関名         

代表者役職 氏名         

 

 

令和 7年度特別管理特定水産資源等の管理・流通効率化推進事業のうち情報伝達効率化推進事業につ

いて、下記のとおり事業実施計画を作成したので、水産関係民間団体事業補助金交付等要綱の運用につ

いて（平成 22 年３月 26 日付け 21 水港第 2597 号水産庁長官通知）第３の１－３－（２）アの（４）

のアの規定に基づき、承認願いたい。 

 

記 

 

第 1 実施事業名 

特別管理特定水産資源等の管理・流通効率化推進事業のうち情報伝達効率化推進事業 

 

第 2 事業の目的（運用通知等、事業の目的を参照ください。） 

例）〔電子化に取り組む漁協等〕が、太平洋クロマグロ（30 kg 以上の大型魚）に関する情報伝達等

を円滑に行えるようにするために必要な電子機器等を整備することを目的とする。 

 

第 3 事業の内容（運用通知等、事業の目的を参照ください。） 

 ア 事業内容 

例）法において義務付けられる太平洋クロマグロ（30kg 以上の大型魚）に関する情報伝達を円滑に

実施するため、電子化に取り組む漁協等において必要な電子機器等を整備する。 

 

イ 機器の導入計画 

実施場所 機器等の種類 機器等の導入数 導入時期 備 考 

(1) ○○漁協   令和 8年○月  

(2) ○○漁協△△支所   令和 8年○月  

(3) △△漁協   令和 8年○月  

(4) ◇◇魚市場   令和 8年○月  

 

 通し番号を 

記入してください。 

タブレット、モバイルプリン

ター、電子秤 等 

他、令和 8年〇月～〇月 

  令和 8年〇月頃 等 



第 4 組織概要 

事業実施機関の名称 ○○○○○○○○ 

導入する産地市場等名 

（すべてを記入） 

(1) 

(2) 

(3) 

(4) 

○○漁協 

○○漁協△△支所 

△△漁協 

◇◇魚市場 

産地市場等の住所 

（すべてを記入） 

(1) 

(2) 

(3) 

(4) 

○○県○○市○丁目○番 

○○県○○市△丁目△番 

○○県○○市○丁目○番 

○○県○○市△丁目△番 

太平洋クロマグロの 

電算事務に従事する人数と 

使用する機器及び作業工程 

(1) 

(2) 

(3) 

(4) 

〇〇人  タブレット、電子秤 

入荷、計量、陳列、販売 

〇〇人  タブレット 

     入荷、販売 

〇〇人  タブレット 

     入荷、陳列、販売 

〇〇人  電子秤 

     計量 

太平洋クロマグロの 

前年（又は前年度）取扱量 

(1) 

(2) 

(3) 

(4) 

〇〇㌧ （令和 7年度 又は 令和 7年） 

〇〇㌧ （令和 7年度 又は 令和 7年） 

〇〇㌧ （令和 7年度 又は 令和 7年） 

〇〇㌧ （令和 7年度 又は 令和 7年） 

 

第 5 事業に必要な経費配分 

単位：円 

区 分 
補助事業に 

要する経費 

負担区分 
備 考 

助成金 自己負担金 

１ 情報伝達効率化推進事業費     

（１）機器等整備費     

備品費 

消耗品費 

役務費 

委託費 

その他 

○○○○○ 

○○○○ 

○○○○ 

○○○○ 

○○○○ 

○○○○○ 

○○○○ 

○○○○ 

○○○○ 

○○○○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

計 ○○○○○ ○○○○○ ○ 税抜き 

（注）１ 備考欄には、計上している経費の費目名をすべて記載すること。  

２ 該当しない項目は適宜削除してかまわない。  

３ 補助対象経費に係る消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額は補助対象ではない。 

通し番号を 

記入してください。 



 

第 6 添付資料 

・［補足資料］導入を申請する電子機器等について 

・導入を申請する電子機器等の概要がわかる資料 

仕様書等 

・経費についての詳細な資料等 

相見積書（期限有効）、見積明細 

※相見積書のない場合は業者選定理由書 

・事業実施機関の概要が分かる資料（パンフレット等） 

 


